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井原市政に対するご意見・ご要望をお寄せください

井原市議会平成２３年６月定例会の開会予定日は６月１３日(月)です。皆様の井原

市政に対するご意見・ご要望をお近くの党員か下記の電話・FAXにお気軽にお寄せ

ください。皆様のご意見・ご要望が１つでも多く実現するよう、引き続き奮闘した

いと考えています。

日本共産党後援会事務所 TEL６２－６２００ FAX ６２－６２０９

森本ふみお宅 TEL６２－６０６１ FAX ６２－６０８１

井原市議会１３～１７日臨時会開催

森本市議
総務文教(委)と議会運営(委)に所属

６月定例市議会は６月１３日開会予定

井原市議会は１３日～１７日の５日間、５月臨時議会を開催しました。市議会の申し
合わせで、正副議長の任期を２年と定めており、この度、任期の半分が済み、この臨時
会で、正副議長の選挙が行われました。

この度から、「市民に開かれた議会」を目指して正副議
長選挙を立候補制にし、立候補者の所信表明や投票の様子
が井原放送で生中継されました。

その結果、議長に宮地俊則議員が、副議長に井口勇議員
が選ばれました。

その他、各常任委員会や議会運営委員会、各種審議会等
の所属も決まりました。森本市議は、総務文教委員会、議
会運営委員会、議会活性化特別委員会などに所属すること
が決まりました。

森本市議は「総務文教委員会では、市民の目線で、市民
の側に立ちきって審議に加わり、積極的に市民の要望を届けて行きたい。議会運営院会
では、議会運営が公平・公正で、各議員の発言が保障され、なおかつ円滑に議会運営さ
れるよう積極的に提言をして行きたい。議会活性化特別委員会では、議会基本条例に基
づいて、議会が一層活性化するよう頑張りたい」と話しています。

定例市議会が６月１３日（月）開会予定です。森本市議は「これまで２２年間欠かさ
ず質問をして連続８８回を数えます。

公約どおり今後２年間も欠かすことなく質問し、皆さんのご意見・ご要望実現のため
奮闘したい」「いま質問の準備をしています。質問の内容を議長に提出するのは、６月
７日（火）の午前１０時までです。まだ充分日にちがあります。ご意見・ご要望をお気
軽にお聞かせください」と言っています。

議長選で所信表明をする
森本市議(井原放送より)



ご意見・ご要望および情報をお気軽にお聞かせください。

森本ふみお後援会ニュースＮｏ９７ ２０１１年(平成２３年)５月２０日

この「後援会ニュース」は森本ふみお議員の
ブログ（http://jcp-seibu.sakura.ne.jp/morimoto/）でも見れます。

日本共産党はこう考えます
しんぶん赤旗
「主張」より

政党助成金

せめて返上し復興支援にまわせ
東日本大震災の救援活動のさなかだというのに、日本共産党以外の各政党に約８

０億円の政党助成金が配分され、批判を呼んでいます。
民主党４２億６４７万円、自民党２５億２８６７万円、公明党５億６８８３万円を

はじめ、みんなの党､社民党､国民新党､たちあがれ日本、新党日本、新党改革が数億円
から数千万円を受け取りました｡これは年4回の交付の1回分で､年間では３２０億円も
の税金を９党で分け取りします。国難が叫ばれ､被災地の救援･復興に大きな財源が必
要なのに、せめて返上する見識さえ無いのでしょうか。

政治はたしなみ見せよ
政党助成金は政党支持にかかわりなく、国民１人当たり２５０円の税金を各政党に

配分する憲法違反の制度です。日本共産党は制度が始まった１９９５年以来、受け取
りを拒否しています。

もともと税金のムダづかいという批判は根強くありました。とくに東日本大震災以
降、テレビや新聞、週刊誌などで、各党に助成金返上を求める世論が沸騰しています。
たとえば朝日新聞２４日付の「天声人語」は「震災増税が言われる中、被災者に尽く
すべき者が炊き出しに並んでいるような違和感を覚えた」と痛烈です。

大災害で多くの国民が塗炭（とたん）の苦しみを味わっています。お手盛りの税金
分け取りを遠慮しようと考えるのが、政党として、政治家として、い
や人間として、最低限のたしなみではないでしょうか。

批判に耐えかね民主党議員は、政治家に禁止されている寄付行為に
あたるから返上はできないと弁明しています。ああ言えばこう言う式
の屁（へ）理屈でしかありません。

政党助成金は政党側の請求で交付されます。日本共産党は登録・請
求を行わず受け取りを拒否しています。９政党がそろって請求を取り
下げれば３２０億円はまるまる国庫に残ります。

「政治も身を削る」というせりふが好きな民主党、自民党などは、議員歳費の３割
削減を決めました。日本共産党も歳費削減に賛成することにやぶさかではありません
が、これで出てくるお金は２１億円にすぎません。政党助成金の３２０億円とはケタ
が違います。「復興財源をいうなら政党助成金にこそメスを入れるべきだ」という日
本共産党の主張に、いずれの党もまともに答えることができません。

民主党本部の収入にしめる政党助成金の割合は８３・８％、自民党は７０・９％、
９党全体でも約６０％で、いずれも税金丸抱えという現実があります。「日本には個
人献金の風土がない」と言い張り、国民一人一人と結びついて地道な財政活動をする
努力をしていないから、政党助成金の返上で糧道を断たれるのはたまらないという情
けない現状があるのです

国民は納得できない
テレビ番組で政党助成金を復興に回せと主張したタレントの愛川欽也さんは、日本

共産党が助成金を拒否していることに着目して「『いらない』って言ってる党もつぶ
れもせずにやってるじゃないか」と発言しました。卓見です。

税金頼みの政党は国民から遊離し、政治の質も劣化します。いわんや国難のときで
す。各党はこれまでの姿勢を改めて助成金を返上し、政党助成金制度そのものの廃止
に踏み出すべきです。


